

























































































































































































































ンナ派をアラブ民族主義の支持母体と見なし、その勢力をそぐために宗派別の分断統治体制を敷いた。オスマン帝国下 アラブ地域の中で最もキリスト教徒の比率が高く、多宗派の混住地域であったレバノンでは、マロン派優位の特別区（ムタサッリフィーヤ）のレバノン山岳部にベカー高原とベイルートなど海岸地帯が編入され、一九二〇年にシ から分離された大レバノンが形成されてフランスの委任統治が始まった。しかし編入された地域ではムスリムが多数派を占 ており、後に内戦を引き起こす宗派対立の構造を内包していた。宗派別人口 マロン派二一％、他のキリスト教徒諸派一四％（ギリシア正教、ギリシ ・カトリックプロテ タント） 、スンナ派二四％、シーア 三五％、ドゥルーズ派五％であった。大レバノンは一九二六年にレバノン共和国として名目上の独 を遂げ、宗派体制国家として出発する。
一九四三～四四年の独立の際の国民協約において、マロン派は
大統領、スンナ派は首相、シーア は国会議長のポストを確保するという宗派制度（ターイフィーヤ が設けら 外相がギリシア・カトリックまたはギリシア正教、国防相がドゥルーズ派というのも慣例となった。また一院制議会の議席はキリスト教徒六に対してムスリム五の比率で配分された。しかし宗 別人口は独立
















り組んだパレスチナに純粋な民族領域を創出するような境界線を引こうとした点にあった。 「純粋な民族領域」とはある民族が圧倒的多数派を占めて少数派 殆ど残ら い領域を意味したが、ピール委員会提案の国境線は、特にユダヤ人国家 に数十万人のアラブ人「少数派」が残留する問題を生じさせていた それを解決するための住民交換の困難さなどからこの案は放棄されたが、各民族が多数派を占める国家領域を創出するという解決策は、十




をめざしてユダヤ人入植を推進していたシオニズム運動 、 「多数派」 「少数派」の区別を改めて政治化・尖鋭化させるイギリスの政策が後押し 問題を複雑化させたと言えよう。 「多数派であること」に政治的意味を持たせる、戦間期の国際社会で顕著に見られた発想は、一九三七年のピール委員会報告 一節にも凝縮されている。 「…ユダヤ人を他の人々から区別し のは…この
15
【特集】東と西



















































































































































































































た諸人種──フィン人、エストニア人、ラトヴィア人、リトアニア人、ポーランド人、チェコ人、スロヴァキア人、クロアチ 人、セルビア人、スロヴェニア アルメニア人、グルジ 人、アゼルバイジャン人、アラブ人──全てが独立を宣言した。ベルギー、セルビア、ルーマニア、ギリシアの亡命政府は掠奪された彼らの暖炉に戻った。
民族精神の有益な発展がどこで終わり、利己的で破壊的な




















































































































族自決というウィルソン的理念を東欧・中欧 適用 たところ、「ヨーロッパの習俗」 （東欧・中欧の民族構成の複雑さに由来する政治文化）に適合せず、 「利己 で破壊的なナショナリズム」が横行した事をフーヴァーは認める。彼はアメリカの理念がこのようにヨーロッパの現実 乖離した原因をアメリカの長期にわたる
24
「アメリカの民主主義」の蹉跌─多数決原理と共存の崩壊　中東・南アジア・東中欧の事例から─
孤立故のヨーロッパに対する理解不足に求め、たとえ正しい理念であっても現地の「習俗」 （文化伝統）や「心と魂の問題」がある以上、武力行使や戦争で押し付ける事はできない いう重要な教訓を引き出す。しかしそれにもかかわらず結局彼は「一九一九年のアメリカのテーゼは正 かった と断言し、第二次大戦後の平和構想の土台として、多数決原理に基づく同じ 念に回帰しようとするのである。しかも多数決原理の限界への処方箋として、彼自身が本書全体で擁護 ている個人の自由や権利と衝突する、少数派の住民移送──多数決原理に基づく少数派の「放逐」──という解決策を最後に提示してためらわない。フーヴァー こうした論理展開そ ものの中に、 「アメリカの民主主義」の根底にある〈多数決原理への強力な執着〉の一例を見 事 可能であろう。（二）民族国家と人権の終焉　
──アーレントの見たモザイク地域における多数決原理の帰結─フーヴァーが指摘した戦間期の少数派問題に別の角度から光を














































正しかったというフーヴァーの結論 現実 深刻さを過小評価する楽観論であったこと、また第一次大戦後のアメリカ 外交理念において、 「多数決原理」が堅持される傍らで欠落してきた要素があったことをはからずも照らし出してい 。その要素とは、 「少数派の包摂」の発想であった。三．多 決原理と「アメリカの民主主義」　　
──トクヴィルの洞察と警告──
前節のフーヴァーの論理展開に見られた〈多数決原理への強力









ヴァー、ローズヴェルトといったアメリカの政治指導者が理念としての多数決原理やアメリカ型民主主義を、過去の蹉跌にもかかわらず、或いは現地に固有の伝統や構造を充分に考慮しないまま、他地域に一律に適用しようとする根強い傾向 持つ事が窺われたが、このような行動様式の思想的原因につ てもトクヴィル 議論から手がかりを得る事を試み 。（一）多数決原理（ 「多数の全能」 ）と多数の暴政
トクヴィルはまず、民主政治の土台が多数決原理である事を繰











アメリカ合衆国にお て危険なほど絶大で た。 「…合衆 で






























理論であれ、自由に説くことができ、立憲国家以外 もそうした はすべて浸透している なぜならヨーロッパでは、どんな単一の権力の下にある国であっても、真実を語ろうとする者は、…支持者をどこかに見出すからである。…とこが、合衆国のような構造の民主主義の中には、ただ一つの権力、力と成功のただ一つの要素しか見当たらず、それ以外には何も存在しない。
アメリカでは多数者が思想に恐るべき枠をはめている。そ
の限界の内側では作家は自由である。だが一歩その外へ出れば、禍が降りかかる。…何を求めても彼は拒絶され、栄誉も




































































































つとして相対化できず、異なる価値観を持っているかも知れない相手にそのまま適用してしまう傾向がある、というのである。国民の平等化が進んでいる民主制だからこそこのような独善的な思考が生まれ得るというこの指摘は、前節で見たフーヴァーと、彼が自著の中で代弁して ると自負するウィルソンやロ ズヴェルトの、 「自由」を世界大に広げようとする態度をも説明する。
トクヴィルは更に、キリスト教がアメリカの民主主義に普遍的

























民主主義の進展と人間の無限の完成可能性という「平等」概念に由来する考え方に、民主主義という普遍の価値に到達した自分達の「偉大さ」への共有された誇りが加わったこと──トクヴィルの洞察は、これらが記録された時点から百年以内にアメリカの対外行動の中に明確に観察されるようになる「アメリカの民主主義は普遍的な価値ある制度として世界中に適用されねばならない」という政治 信念の起源が、アメリカの の本質自体 中に見出される事をはっきりと示唆している。（四）民主主義や多数決原理の形態を多様にする「その国の自然
と歴史的与件」
トクヴィルは自国の民主主義に対するアメリカ人の自信を指摘






























































れる──トクヴィルがアメリカ社会の観察から引き出した、多数者の意思に基づく「合法的」抑圧の逆説は一見衝撃的であるが、欧米各国の民主主義が成熟しつつあった時代と植民地支配の時期が一致するのは何故か、また国内の民主政治が高度に発達したアメリカに限って他国の事項に強圧的に介入する事 あるのは何故かという、一見「逆説」とも見える現象 ついて 疑問に整合的な答えを与える。トクヴィルの趣旨から考えれば、それらは恐らく逆説でもダブルスタンダードでもなかっ 。むしろ「多数者の意思」を最大限に尊重するアメリカ 民 政治の深化そのも に、構造的原因の一つが見出され のである。結び──多数決原理を支えた「平等」概念 分類・統計──
本稿ではまず、 「イスラーム国」現象に象徴されるイラクにお













かつ「多数派」 「少数派」の混住地帯が多いという条件に当てはまる地域では、住民の均質性が前提となっている西欧・アメリカ型の多数決原理をその ま適用す 、集団間の境界線を極度に政治化し内戦を引き起こす危険性 高い 考えられる。多数派と少数派が数の上で拮抗する れらの地域で共存の崩壊をく 止めるためには、単純多数決原理に修正を加え、多数派に不公平感を与え 事なく少数派に応分の政治権力へ 参加を安定的 保障する〈少数派包摂型・民主政治モデル〉を構築する事が急務であるが、一方本稿の事例はいずれも、 ザイク地域で集団への帰属意識を極度に政治化させる事自体 危険性を強く示唆している。
また本稿では、多数決原理が民主主義の根底にある「平等」概






























































































































































が、イラクの国民統合の難しさも「イ ラ ム国 が国境を越えて活動して
いる現象も、この国境線の不適合性と関係がある。保坂修司は
「イスラーム国」




















































































記述（前出 に関しては、ピール委員会報告もそ ように説明している事を付記しておきたい。同報告 委任統治制度の創設について、イギリス 信託統治の伝統も関係していた一方、ウィルソン大統領が第一次大戦への米国参戦の際に既に表明していた、戦争に勝利した後の領土の再編を旧態依然たる「併合」にではなく「民族自決」の可能な限りの適用に基づかせるべきである
との意向に主に由来していた、としている（













































































































































































































revised edition ）, p.10. 初版一九四二年五月。以下、頁数は引用部分と重要部
分を記すにとどめる。本書の内容は平和思想の歴史、戦間期の軍縮や条約、後半で第二次大戦後の敗戦 の軍縮と国際復帰 戦争指導者の戦争責任、国際連合とＥＣ（ヨーロッパ共同体 につながる構 など多岐 わたり、日本に関する興味深い記述もあるが、以下では本稿に関係のある部分のみ提示する。
（
（6）　













ibson, op cit., p.（0.
（
（0）　






















































































































































































































































































実際に用いられる表現 内藤、前掲書、四頁） 。 （ 「イラク 民主化」や テ
ロとの戦い」などの）理念に
00
付随する損害、と言い換えられるかも知れない。
（
12（）　
但し、均質的な世界観と集団的な独善性はイスラーム過激派にも当てはま
り得る。インターネットで結ばれたグローバル空間の出現が均質的で非妥協的な世界観を持つ世代と集団を生んだという視点も、彼らを分析する上「共通の社会科学的切り口」の一つであり得る。
（
12（）　
ワイマール共和国におけるナチスの擡頭を例に論じられた「民主主義のパ
ラドックス」と、経済学用語である「ビルトイン・スタビ イザー」の両方からヒントを得た、私の造語である。
